
令和６年度 愛媛県障がい者工賃向上支援アドバイザー派遣事業 実施要項 

 

１ 目  的 

本会では、県から「愛媛県障がい者工賃向上計画支援事業」を受託し、障がい者が地域で自立して生

活できるよう工賃向上に向けた取り組みを支援するため、工賃向上に取り組む事業所に対して、中小企

業診断士等の資格を持ったアドバイザーを派遣し、各事業所における課題の整理とその解決方法の検討

を行うとともに、企業的な経営手法の導入を促し、売上の向上を目指すことを目的として、本事業を実

施します。 

 

２ 主   催 

  愛媛県 

 

３ 実施主体 

愛媛県社会就労センター協議会（事務局：社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会） 

 

４ 対象事業所 

  工賃向上計画を策定し、県に提出している次の事業所 

（１）就労継続支援Ｂ型事業所 

（２）就労継続支援Ａ型事業所 

（３）小規模作業所 

（４）地域活動支援センター 

※過去に本事業を利用した事業所も申請可能ですが、原則、未実施の事業所を優先します。 

 

５ 派遣事業所数（指導回数） 

２事業所程度（指導回数は１事業所当たり１０回程度） 

 

６ 経費負担 

派遣する指導者の謝金・旅費は、本会が負担します。 

 

７ 申請方法 

別添「派遣申請書」に必要事項をご記入の上、７月１９日（金）までに下記事務局へメールでご提出

ください。 

※様式は、本会ホームページからダウンロードできます。 

 

８ 日  程 

№ 内 容 期 間 

１ 事業周知・募集期間 令和６年６月中旬～７月１９日（金）※申請書締切（必着） 

２ 派遣先選考結果通知 令和６年７月下旬 

３ 指導者の選定 令和６年７月下旬～令和６年８月下旬 

４ アドバイザー派遣・指導期間 令和６年８月下旬～令和７年２月上旬 

５ 

「報告書」の作成・提出 

（事業所及びアドバイザーの

双方が行う） 

令和７年２月末 ※報告書締切（厳守） 

※報告書は他事業所に紹介できるものを作成いただきます。 

また、県が工賃向上を目指す事業所に参考として公開する場合

があります。 



９ 指導の進め方及び内容 

段 階 内 容 

ステップ１ 

【事業所の現状と課題の分析】 

既存事業の販売管理・商品管理・生産性の分析・事業所の強み・弱み等の把握を行う。

【マーケティング調査】 

市場ニーズ調査・販路・事業種類毎の競合先の情報収集・分析等を行い、今後の事業

展開の可能性を探る。 

ステップ２ 

【合意に基づいた「工賃向上計画」策定（見直し）】 

（１）事業所責任者が過去５年間の決算状況を全職員に説明し、経営状況を理解できる

形で共有するとともに、全職員による事業所理念の再確認・再構築と、計画目標達

成の合意形成を図る。 

（２）経営専門家の助言のもと、事業所が工賃向上のための実践的な経営戦略を決定し、

工賃目標と実践内容を盛り込んだ「工賃向上計画」を策定（見直し）する。 

ステップ３ 

【個々の専門家による点検・指導】 

（１）現在製造している商品の製造技術について、熟練した同業種の業務専門家が点検

及び指導を行う。 

〔例〕食品加工(パン職人・加工業者・料理人)、印刷、クリーニング等 

（２）包装・陳列・店舗内装のデザイン性の観点から、業務専門家が点検・助言を行う。

〔例〕パッケージデザイン、グラフィックデザイン、包装技術、POP広告等 

（３）営業活動により販路を拡大するため、企業OB等の業務専門家が交渉・商談等の実

践指導を行う。 

【新商品開発】 

企業との提携により新商品を開発する。 

【施設外支援・就労先の開拓】 

（１）作業発注を受けるための実践指導を業務専門家から受けることにより、職員によ

る新規案件の獲得及び受注の拡大を図る。 

（２）機器購入等の設備投資については融資制度・補助制度の活用を検討する。 

ステップ４ 

【評 価】 

（１）目標達成状況の点検、評価を行う。 

（２）課題を検討し、改善を図る。 

（３）計画・目標の見直しを行う。 

 

10 問合せ先 

愛媛県社会就労センター協議会事務局（担当：河野・多田） 

愛媛県社会福祉協議会 総務企画部 法人振興課 

〒７９０－８５５３ 松山市持田町三丁目８番１５号 愛媛県総合社会福祉会館２階 

ＴＥＬ ０８９－９２１－８５６６  ／ ＦＡＸ ０８９－９２１－８９３９ 

Ｅメール shinko@ehime-shakyo.or.jp  ／ ＵＲＬ http://www.ehime-selp.jp/ 


